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L. H. ヤンセン著
『自由貿易，保護および関税同盟』
Free Trade, Protection and Customs Union, 
by L. H. Janssen, S. J., Holland, Leiden, 1961, pp. 157 
ー
何故関税同盟が選好されるのか，という問題に経済的な解答を与えてきた厚生分析(We-
lfare Analysis)については，最近， H.G.ジョンソン，クーパー＝マッセル，小島教授ら
によって多くの批判がなげかけられている。それは厚生分析が関税同盟結成の必然性を説
明しえないことを理由にし下いるのであるが，しかし関税同盟の厚生効果が果して無視で
きる程度のもの (negligible)であるかどうかは，実証的に究明すべき問題であると思う。
本書における著者の主たるねらいは，価格と生産の理論を陽表的に導入した国際貿易の一
般線型均衡モデルを作り，関税賦課，関税同盟結成の交易条件，貿易量，実質所得および生
産構造に与える効果を完全特化ケースと不完全特化ケースに分けて究明することである。
そしてモデルを具体的なEECに適用した結果，著者は関税同盟の厚生効果はネグリジプ
ルだという実証的結論に達しており，関税同盟理論に新しい貢献を果している。以下著者
の展開を章ごとにあとづける。
2 
第1章は2国 (1, 2), 2財 (C, I), 1稀少生産要素（労働）の下で，自給経済モ
デル，完全特化モデルおよび不完全特化モデルを定式化し，貿易量，交易条件の決定，し
たがつて比較生産費説の説明をおこなう。
第2章では2国， 2財， 2生産要素（労働と資本）の場合，生産方法が2つで生産可能
直線がキンクするケース (Fig.4), 生産費逓増ケース (Fig.5), および生産費逓減ケー
ス(Fig.6)について，その貿易利益を支出三角形 (Expenditure.Triangle)の増加で示
す。そして規模の経済の場合，最初比較優位がなくても特化が生産贄差を生み，厚生が増
加するのであるが，そのためには何らかの合意 (MutualAgreement) が必要とされる
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という。
第3章は完全特化下の輸入関税の効果を， 1国がC財に， 2国がI財に特化，需要の直接
価格弾力性—1, 間接価格弾力性0,所得弾力性1'供給弾ヵ性0の下でとりあげる。関税
を課すと，それは財の価格比率および財の需要を変え，したがつて需給の不均衡を生む。
その場合，交易条件の変化によって均衡が回復されねばならないのであるが，それを2つ
の段階に分けてとりあげる。また禁止的関税による厚生の損失を，財の両国における労働
コストの違いに貿易量の減少を乗じた値で近似さす。なお関税による一国の交易条件改善
の程度は，関税率が禁止的にならなければ，それが大なるほど， また輸入割合 (Import
Share)が小なるほど大きい。
第4章は供給側の条件をゆるめた，不完全特化の下での関税の役割をとりあげる。関税
賦課が輸出，輸入および交易条件に与える変化をモデル4.3,4.4で検討する。ここで保護
（関税）による生産の損失 (ProductionLoss) と関税引下げによる•生産の利益 (Pro­
duction Gain)を Fig.8a, Fig. 8bで示す。そしてもし一国において関税による交易条
件の改善が生産の損失よりも大ならばその国は利益をうる。しかし相手国は交易条件の悪
化と生産の損失を蒙るので，世界全体としてはマイナスになる。
第5章は P.J. バードーンモデルの検討にあてられ，それが供給側，つまり生産構造の
変化を考慮していない点や，ただ輸出入だけをあつかった部分均衡分析に終っていること
を指摘する。
第6, 7章は本書の中心をなす部分であり，完全特化，不完全特化の下における関税同盟
の生産と支出，したがって輸出入，および実質所得に与える効果を，城内関税の撤廃（モデル
6.1および7.1),対外関税の賦課（モデル6.2および7.2),交易条件の変化による均衡の回復
（モデル6.3および7.3)の三段階に分けて検討し，バードーンモデルとの比較をおこなう。
第八章はEECの関税同盟について六，七章で展開したモデルの適用である。 1956年に
おけるEEC諸国の貿易額 (8.1表），生産額 (8.2表），支出額 (8.3表），および平均関税
率(8.4表）をもとにして，関税同盟結成に伴なう貿易量の変化を 8.5表， 8.6 表—完全特
化ケースー一，および8.7表， 8.8表ー一不完全特化ケースーーで，交易条件の変化を8.9
表で，また生産構造の変化を8.10表で示す。関税同盟結成による厚生の変化は，交易条件
の変化によるものと，域内関税の撤廃による生産特化によって生ずるものとが考えられる
が，まず前者については， 12%の共通関税を仮定した時の実質所得の変化が8.11表にまと
められる。これによると同盟結成前の関税率の低いオランダ，ベルギー，ルクセンプル
グがかなり有利になり，イタリアとフランスはマイナス，西独は余り影響を受けないこと
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がわかる。また後者，つまり生産特化による厚生の向上は，シトフスキーらのいうほど大
きくなく，せいぜいEECの総生産の½％程度の増加にすぎないという。このようにデー
タおよびモデルの仮定に問題はあるが，関税同盟の厚生効果が普通期待されているほど大
きいものでないという結論に達している点は注目しなければならない。
第九章は以上の要約と結論であり，さらに付録で需要弾力性，供給弾力性および輸入弾
力性の導出，そしてEECのモデル化をおこなう。
?
以上が本書の概要である。ここで展開された議論の特徴をあげれば，その第1はティンバ
ーゲン流の一般線型均衡モデルの定式化をおこなって，自由貿易，保護貿易，関税同盟の
下での貿易均衡のプロセスを具体的な数字によって明らかにしていること，さらにEEC
について同盟結成による貿易量，交易条件，実質所得の変化を究明している点である。第
2に従来の厚生分析が関税同盟結成のボジディプな理由を発見できないでいることを，著
者は具体的な数字によっ実証的に明らかにしている。そして関税同盟の結成には，もっと
別の価値基準，たとえば工業化を促進するための協調 (broadercooperation)といった
ものを導入する必要があるという (112,139ページ）。第3に規模の経済の場合，貿易利益
実現のためには何らかの合意 (MutualAgreement) を必要とするという点である (29
ページ）。これは小島教授の合意的分業原理と全く同じであり，特化が比較優位を生むと
いう新しい貿易発生の説明原理である。それは工業国間貿易の拡大を説明しきれないH=
0命題を補足するものと考えられる。
なお本書は1961年に出版されているが，いくつかの興味ある議論を展開しているので，
ここでとりあげてみた。 —小田正雄—
ニール・ J・スメルサー著→
加藤昭二訳
『経済社会学』
ー
本書の原題は "TheSociolology of Economic Life" (1963) である。 アレックス・
インケルスが編集するシリーズの1冊として公刊されている。著者ニール・ J・スメルサ
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